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 ２０１０年１０月２６日，日本国愛知県名古屋市において前原誠司日本国外務大臣及びサ

ミュエル・Ｔ・アバル・パプアニューギニア独立国外務貿易移民大臣の共同議長の下，森林

保全と気候変動に関する閣僚級会合が開催された。 

 

本会合は生物多様性条約第１０回締約国会議の際に開催され，ＲＥＤＤ＋パートナーシッ

プに参加する６２カ国の閣僚及び代表団長が出席した。また，多様な国際機関，地域機関，

非政府組織及び市民社会の代表も出席した。 

 

 閣僚は，ＣＯＰ１５以前及びＣＯＰ１５での，コペンハーゲン合意を含むＲＥＤＤ＋1の

重要な進展を想起し，２０１０年３月にパリで開催された主要森林流域に関する国際会議で

なされた，経験の共有を含むＲＥＤＤ＋の活動及び支援の連携を強化するための暫定的なプ

ラットフォームを構築するとの一般的なコミットメントを再確認した。さらに，閣僚は，２

０１０年５月２７日に開催された気候と森林に関するオスロ会議及び「ＲＥＤＤ＋パートナ

ーシップ」の設立を，ＲＥＤＤ＋の活動及び資金の国際的な取組のための里程標として言及

した。 

 

 閣僚は，ＲＥＤＤ＋の活動及び資金を拡大するための暫定的なプラットフォームとして，

ＲＥＤＤ＋パートナーシップにより果たされるべき決定的な役割を再確認し，その目的のた

めに，ＲＥＤＤ＋の取組の有効性，透明性及び連携を向上させるために迅速な行動をとるこ

とを再確認した。閣僚は，社会的及び経済的な利益を含む森林の多面的な機能を活用する観

点から，ＲＥＤＤ＋の活動の重要性に留意した。特に，本会合を生物多様性条約第１０回締

約国会合の際に開催することにかんがみ，閣僚は，気候変動及び生物多様性の相乗効果並び

に，関連する保全措置を含む実用的な経験の教訓を共有するパートナーシップの役割を認識

した。 

 

 閣僚は、ＲＥＤＤ＋の活動に対する支援として，ベルギーがＧＥＦの持続可能な森林経営

及びＲＥＤＤ＋プログラムに対して１０００万ユーロの新たなプレッジを行ったこと，カナ

ダがＦＣＰＦ準備基金に対して４０００万カナダドルの新たなプレッジを行ったこと，イタ

リアがＲＥＤＤ＋の活動に対してＦＣＰＦに対する５００万米ドルの拠出を含む 1 億米ド

ルの新たなプレッジを行ったこと，英国が気候変動対策の短期支援として，２０１１／１２

                                                  
1開発途上国における森林の減少及び劣化による排出の削減並びに森林保全，持続可能な森林経営及び森

林炭素蓄積の増加の役割（バリ行動計画（決定 1/CP13））。 



年度と２０１４／１５年度の期間について２９億ポンド（約４５億米ドル）の拠出（短期支

援として既に表明した１５億ポンドを含む。）を表明したことを歓迎した。 

 

 また，閣僚は，豪州，カナダ，フィンランド，フランス，ドイツ，日本，ノルウェー，ス

ウェーデン，スイス，英国及び米国を代表してドイツが行った，天津で提示された予算に基

づく２０１０年及び２０１１年のＲＥＤＤ＋パートナーシップの運営費用を支援するとの

声明を歓迎した。 

 

１．ＲＥＤＤ＋パートナーシップの下での活動の成果 

 

閣僚は，パリからオスロへのプロセスに続くＲＥＤＤ＋パートナーシップの下の活動の実

施上の進展を高く評価した。これに関連し，閣僚は，パートナーシップ参加国の拡大を歓迎

した。閣僚は，オスロで合意されたＲＥＤＤ＋パートナーシップ文書の原則及び同原則を更

に発展させ天津で決定された利害関係者の参加方式に従い，利害関係者がパートナーシップ

に包括的に参加することの重要性を再確認した。 

 

 閣僚は，また，２０１０年の作業計画の下での成果を歓迎した。この成果には，自発的な

ＲＥＤＤ＋のデータベースを通じたＲＥＤＤ＋の資金，活動及び結果についての透明かつ包

括的な情報の提供並びに情報の共有及び対話を強化するためのＲＥＤＤ＋パートナーシッ

プのウェブサイト2の立ち上げが含まれる。閣僚は，ＲＥＤＤ＋の活動及び資金の連携の強

化を通じてＲＥＤＤ＋の取組を向上させるための不可欠な基礎として，自発的なデータベー

スの重要性を認識するとともに，パートナー国に対して，引き続きデータベースに貢献し，

及び継続的に情報を更新することを求めた。閣僚は，パートナー国及び利害関係者からデー

タベースのために集められた情報の範囲及び質を向上させること，並びに公表されたデータ 

を用いて定期的に評価することの必要性に留意した。 

 

 資金の不足及び重複についての初期的な分析に言及しつつ，閣僚は，既に行われた野心的

な取組を歓迎するとともに，２０１０年末までに終了する初期的な分析を考慮しつつ，ＲＥ

ＤＤ＋の活動及び資金の不足を減らし，重複を回避し，及び効果的な実施を最大化するため

の行動をとる必要性を認識した。 

 

２．ＲＥＤＤ＋パートナーシップの下での将来の活動の方向性 

 

 これまでの進展に基づき，閣僚は，ＲＥＤＤ＋パートナーシップ文書の付表 II 及び最近

作成された作業計画に列挙される方策を引き続き実施することの重要性を認識した。同時に，

閣僚は，パートナーシップがＲＥＤＤ＋の資金及び活動の更なる効果的な拡大並びに透明性，

効率性及び連携の更なる強化に貢献するとの共通の確信を得た。 

                                                  
2 http://reddpluspartnership.org 



 

 この目的のために，閣僚は，２０１１年から２０１２年に実施されるものとして，２０１

０年作業計画で予定される活動のうちいまだ完了していないものを延長するとともに，本文

書の附属書 Iに要約される準備活動，実証活動及び結果に基づく活動を促進することを含む

更なる活動を追加し，もって包括的なＲＥＤＤ＋パートナーシップの２０１２年までの作業

計画を作成する共通の意図を表明した。また，閣僚は，２０１１年から２０１２年までの作

業計画を２０１０年末までに完了させるためにあらゆる努力を尽くす決意を表明した。 

 

 また，閣僚はパートナーシップが活動志向型であることを目指すものであって，交渉の場

ではないことに留意するとともに，効果的な対話並びにすべてのパートナー国及び関連の利

害関係者を含む開放された，かつ，透明なプロセスを確保することの重要性を改めて表明し

た。 

 

３．ＲＥＤＤ＋パートナーシップ及びＣＯＰ１６の成功 

 

 閣僚は，パートナーシップの本質はパートナー国主導であること並びに具体的で拡大され

たＲＥＤＤ＋の活動及び資金の蓄積及び連携の向上は，国連気候変動枠組条約の下でのＲＥ

ＤＤ＋の政策及び活動のためのインセンティブを含むメカニズムの構築を支援する強力な

原動力であることを認識した。 

 

 本閣僚会合は，メキシコ・カンクンで行われるＣＯＰ１６に向けた重要な足掛かりであっ

た。閣僚は，ＣＯＰ１６において，ＲＥＤＤ＋に関する決定を含む成功裡の，かつ，バラン

スのとれた成果を達成するため，国連気候変動枠組条約の下での取組を加速させるとの強い

意図を表明した。 

  



附属書Ｉ 

ＲＥＤＤ＋パートナーシップの２０１１－２０１２年作業計画の枠組み 

 

パートナー国は 2011 年及び 2012 年におけるパートナーシップの将来のビジョン，すなわ

ち，能力の向上，技術の開発及び知識の移転を促進すること等を通じてＲＥＤＤ＋の活動及

び資金の効果的な拡大という主要目的を達成するとのビジョンを共有した。この関連で，パ

ートナー国は，促進すべき活動として，準備活動，実証活動及び結果に基づく活動の３つの

活動を確認した。経験，教訓及びベストプラクティスの共有は，ＲＥＤＤ＋の実施及び支援

における一層効果的な実践を確立する上で核心となる。また，資金の流れ及び活動の透明性

も，有効性及び連携を向上させるために重要である。そして，市民社会，先住民及び地域共

同体の完全かつ実効的な参加の確保が重要である。 

 

以下の活動分野は，2011 年及び 2012 年にパートナーシップの下で集中すべき取組として

パートナー国により特定された。 

 

１．準備活動の促進 

準備活動を促進するため，パートナー国は，制度上の措置及びガバナンス構造の強化，国

家戦略の策定，能力の向上，技術の開発及び知識の移転並びに研究機関との協力について，

経験及び習得された教訓の共有に集中する。 

 

以上の活動を促進するため，以下の実施措置を検討する。 

・経験及び教訓を共有すること。 

・南南協力及びＲＥＤＤ＋の地域ネットワークを含むパートナー国間の協力並びにＲＥＤＤ

＋におけるイニシアティブ間における協力を促進すること。 

・ＲＥＤＤ＋の準備活動に関連して，各国から求められた場合には各国のニーズの評価を促

進し，及び実施可能な機関を効果的に動員し，展開し，及び促進する提案を検討すること。 

・技術開発を強化し，及び知識の移転を促進すること。 

 

２．実証活動の促進 

パートナー国は，実証活動を開発し，及び実施する。 

 

以上の活動を促進するため，以下の実施措置を検討する。 

・市民社会，先住民及び民間セクターを含めた広範囲の参加者を招き，実証活動の設計及び

実施に関する経験及び教訓を共有すること。 

・実証活動の主要な側面及び実証活動を可能にする環境を提示し，統合し，分析し，及び促



進すること。 

 

３．結果に基づく活動の促進 

パートナー国は，結果に基づく活動の実施を促進するとともに，活動を拡大し，及び環境

サービスへの対価の提供を行うことにより，実証活動から結果に基づく活動へと移行する。 

 

以上の活動を促進するため，以下の実施措置を検討する。 

・経験及び教訓を共有すること。 

・測定，報告及び検証が可能な結果に基づく活動を理解し，及び促進すること。 

・結果に基づく活動の主要な側面を提示し，統合し，及び分析すること。 

 

４．資金及び活動の拡大の促進 

パートナー国は，多様な国際機関，資金源及び資金メカニズムの透明性及び連携を向上さ

せるとともに，活動及び資金をより効果的に拡大する方法を理解するため，公共部門及び民

間部門を更に関与させる。 

 

以上の活動を促進するために，以下の実施措置を検討する。 

・既存の資金メカニズムから得られた経験及び教訓を共有すること。 

・公的及び民間の資金を含む，資金源及びメカニズムについての見解を共有すること。 

・官民パートナーシップを促進すること。 

・多数国間及び二国間の機関の連携及び有効性を強化すること。 

・資金及び活動の不足及び重複に対処するため，資金の動員を強化し，及び効果的な展開を

促進すること。 

 

５．透明性の推進 

パートナー国は，情報の共有及び対話を強化する手段として，自発的なデータベース及び

ＲＥＤＤ＋パートナーシップのウェブサイトを更に開発する。データ及び情報の提供を通じ

てＲＥＤＤ＋活動の実施の促進が期待される。 

 

以上の活動を促進するために，以下の実施措置を検討する。 

・情報を共有するとともに，パートナー国の間並びに市民社会，先住民，地域共同体及び民

間部門の間の対話を促進するためのプラットフォームを提供すること。 

・資金の不足及び重複の分析結果に対処するため，データベースの使用を促進すること。 

・プラットフォーム及びデータベースの活用を促進するため，より広範囲の参加者にこれら

を提示すること。 

・主要な結果を推進し，及びデータベースの情報を引き続き調査するために対話を強化する

こと。 


